
次期京都市基本計画検討資料

政策分野 ＜学校教育＞
１ 序

１－１ 京都市基本構想における関連記述 1P

１－２ 現行京都市基本計画に掲げた政策 2P

１－３ これまでの主な取組 3P

２ 次期京都市基本計画策定に向けた論点 10P

２－１ 論点１ 現状と課題 11P

２－２ 論点２ 政策の基本方向 14P

２－３ 論点３ 市民と行政の役割分担と共汗 16P

２－４ 論点４ 10年後に目指すべき姿 18P

３ 参考資料

３－１ 現状分析関連データ 24P
・客観データ ・市民の声

・各区基本計画策定に当たって出された課題

３－２ 主な分野別計画の概要 74P

３－３ 融合委員会ワークショップ結果 80P



1

１ 序

～すべてのひとがいきいきとくらせるまち～

すべてのひとがいきいきとくらせるまちは，まず，市民の生き
方に選択肢が多く，生涯を通じてみずからの能力を向上させる
機会が豊富にあるまちであり，だれもが等しく就労の機会をも
つ豊かなまちである。 （略） それはさらに，将来の京都を
担う，心豊かで優れた社会性を身につけた子どもたちを育てる
ための教育環境が，学校，家庭，地域を通じて整えられている
まちであり，子どもたちが，学校のなかで知識を習得するだけ
でなく，地域のなかで他のひとびとの多様な価値観やくらし方
に触れながら，みずからの生き方を学んでいくようなまちであ
る。

１－１ 京都市基本構想における関連記述
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１－２ 現行京都市基本計画に掲げた政策

～子どもたちが心豊かで社会性を身につけ
みずからの生き方を学ぶ～

子どもたちにとって，「家庭」が最も安心できる場所となり，
温かく，また時には厳しく見守る「地域」の存在が必要である一
方，集団のなかで子どもたちの可能性を開花させるなど「学校」
の果たす役割もまた大きい。

家庭・地域・学校がそれぞれの役割に応じた教育責任を果たす
とともに，三者が一体となった取組を進めるなかで，生命や人権，
社会的規範等を尊重する豊かな心と社会性を身につけ，みずから
考え，行動できる「生きる力」を備えた子どもたちを育む。
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１－３ これまでの主な取組

■ 本市独自の少人数学級の導入

小学校１・２年生で３５人学級を，
中学校３年生で３０人学級を本市独自
予算で実施。

■小中学校の全普通教室を冷房化（Ｈ１８完了）

・平成１５年５月 高等学校全普通教室完了

・平成１６年６月 総合支援学校完了

・平成１７年８月 中学校全普通教室完了

・平成１８年８月 小学校全普通教室完了

※小学校の冷房化には，全国で初めてＰＦＩ手法を
導入

※冷房化とともに，電力監視装置の設置など，省エ
ネの取組も推進

平成15年度から小学校1，2年生で35
人学級，平成19年度から中学校3年生
で30人学級実施
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■校内ＬＡＮの全校整備

・平成１６年度から２０年度の５ヵ年計画で全小・中・総合支援・高等学校に整
備

・ハードの整備だけでなく，整備翌年度にはあらゆる学習場面でのコンピュータ
の活用をサポートする「校内ＬＡＮサポーター」を学校に派遣

■学校運営協議会の設置拡大

・保護者や地域の方々に学校運営に参画
していただくための「学校運営協議
会」

の設置校を拡大。（設置校は全国の
1/3で最多）
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■総合支援学校の取組の充実
・平成１６年度に，様々な障害をもつ児童生徒が共に学ぶ地域制・総合制の養護

学校に再編。
・同時に白河・鳴滝両総合支援学校の高等部に職業学科を設置。第１期生以降３

年連続就職１００％を達成
・総合支援学校が「育支援センター」として，発達障害のある子どもに関する子

育て相談や就学相談を行うなど，保護者や小中学校等への支援を行う。

白河総合支援学校
喫茶ミルキーウェイ
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■不登校生徒が学ぶ洛風中学校・洛友中学校

・洛風中学校・・・構造改革特区制度を活用し，柔軟で特色ある教育課程を独自
に編成した不登校生徒の学びの場として１６年度に開校

・洛友中学校・・・義務教育を終了できなかった方への教育保障を行う夜間部
（二部学級）の生徒と，不登校を経験した昼間部の生徒が，世代や国籍を超え
てふれあい，学びあう学校として１９年度に開校
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■市立高校改革の推進

・改革のパイロット校「堀川高校」

⇒平成１１年４月，「すべては君の知りたいから始まる」をスローガンに「人

間探究科」と「自然探究科」を設置。平成１４年春，国公立大学の現役合格者数
が前年度の６名から１０６名に躍進。堀川の奇跡として注目される。

・国際社会で活躍できる人材育成を「西京高校」

⇒平成１５年に新学科「エンタープライジング科」を設置。コミュニケーション
能力，情報活用能力の育成など，従来の職業科・普通科という既存の枠を超え
た取組を展開。１８年春に国公立現役合格者が前年の０名から１０６名に飛躍
したことで，堀川に続く「西京の奇跡」として注目される。

・全国唯一の公立美術専門高校である銅駝美術工芸高校の学科統合(H16)や，全
国初の教員養成専門学科を設置した塔南高校(H19)，音楽高校の市内中心部へ
の移転・開校(H22)など，各校が特色ある教育活動を展開。
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■地元主導による学校統合の推進

・小規模校が増える中，「学校を守る」のか「子どもたちの教育環境を守る」の
かを地域の方，保護者が真剣に議論。

・地域・行政の共汗により京都方式の学校統合を推進。

・平成２４年４月までに，小・中学校６２校が１５校に，幼稚園１１園が３園に
統合。

（今後の統合予定）

・H22.4 下京渉成小学校開校（３小学校が統合）

・H23.4 開睛小・中学校開校（２中学校・５小学校が統合した市内中心部初の
施設一体型小中一貫校）

・H24.4 南区小中一貫校（１中学校・３小学校が統合する施設一体型小中一貫
校。校名は凌風小・中学校で地元が要望）
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◆京都未来まちづくりプランに掲載の関連事業
・総合支援学校高等部職業学科等の定員拡大
・幼稚園等での園医等による保健指導
・ふれあいの杜の充実
・薬物乱用防止・性教育指導等実践推進事業
・国際理解教育事業
・幼稚園における同時就園3人目以降の保育料のほぼ無料化
・放課後まなび教室の推進
・学校安全ボランティア活動の振興
・学校施設の耐震化
・京都モノづくりの殿堂・工房の開設
・食育カリキュラム，食指導の充実
・学校図書館と地域図書館の連携
・音楽高校ルネサンス事業（京都市立音楽高等学校移転整備事業）
・「京都教育会議」の創設
・「大学発教育支援コンソーシアム」構想の推進
・校内LAN全校整備等
・土曜学習の実施
・英語活動等国際理解活動推進事業
・「京都市子ども読書活動推進計画」次期計画の策定
・科学に親しむ風土づくり（科学リテラシー向上）のための取組
・サイエンス・コラボ・ティーチャー事業
・長期宿泊・自然体験の全市立小学校での実施
・武道振興の仕組みづくり（「まち道場」の創設）
・市立高校改革の更なる推進
・私立高校への支援
・学校運営協議会の設置拡大
・総合育成支援員の全校配置
・学校エコ改修と環境教育事業
・南区統合小中一貫校の開設
・少人数教育の推進
・市立学校の校庭芝生化
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２ 次期京都市基本計画策定に向けた論点

論点１ 現状と課題論点１ 現状と課題
◇ 活かすべきチャンス（機会）は？放置できない問題（脅威）は？
◇ 活用できる資源（強み）は？克服すべきもの（弱み）は？

論点２ 政策の基本方向論点２ 政策の基本方向
◇ 今後10年間の基本的考え，価値観は？

論点３ 市民と行政の役割分担と共汗論点３ 市民と行政の役割分担と共汗
◇ 政策の推進に当たって市民や行政が行うべきことは？

論点４ 10年後に目指すべき姿論点４ 10年後に目指すべき姿
◇ 10年後のあるべき姿やそれが達成された状況を図る指標・目標

値は？
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２－１

論点１ 現状と課題論点１ 現状と課題

◇ 活かすべきチャンス（機会）は？放置できない問題（脅威）は？

◇ 活用できる資源（強み）は？克服すべきもの（弱み）は？
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＜現状分析＞

【子どもの健全育成】
○子どもの自尊感情や規範意識（道徳）の低下
○小中学生の携帯電話への依存や問題行動
○薬物問題の低年齢化への懸念
○微減傾向であるが予断を許さない不登校
○学校での学びと社会生活の乖離
【教育活動】
○学ぶ意欲の低下や自学自習の未習慣化
○子どもの理科離れや直接体験の減少
○総合支援学校の児童生徒の増加
○教職員の多忙化
○経験豊かなベテラン教員の大量退職
【経済格差】
○就学援助対象者の拡大
○少子化の原因の一つとしての教育費の増加

【学力向上・授業研究】
○１２７の教育研究会による活発な活動
○意欲ある若手教員による教育活動の活性化
○カリキュラム開発支援センター機能
○全国トップクラスの年間授業日数の活用
○京都市独自の教材，自学自習システムの定着
【地域ぐるみの教育】
○学校運営協議会設置校の増加と学校評価の充実
○学生ボランティアの増加
【産学公の連携】
○生き方探究館での職業観・勤労観を育む取組
○日本料理アカデミー等との連携による食育
○工業高校，総合支援学校職業学科でのデュアルシ
ステムの充実
○教員養成大学，教職大学院との連携

放置できない問題（脅威）活かすべきチャンス（機会）
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＜現状分析＞

【学力向上・指導力向上】
○小中一貫による学力向上
○不均衡な年齢構成（中堅教員が少なく若年教員が
増加）
○若年教員の指導力向上
○学校の小規模化に伴う教職員集団の小規模化
○指導力不足教員・不適格教員への一層の対応
【教育活動】
○高校卒業生の進路確保
○不登校児童生徒への更なる対応
○子どもの自然体験の充実
○保育園・幼稚園から中学校まで連携した子どもの
育成（保幼小中連携の拡大・充実）
【保護者・地域と学校】
○学校支援ボランティアの固定化
○学校への過大要求（学校の役割の明確化）

【教育環境・指導力の向上】
○本市独自予算による３０人学級・３５人学級
○全普通教室の冷房化と校内LANの整備
○不登校児童・生徒が学ぶ洛風中学校・洛友中学校
とふれあいの杜
○教育相談総合センター（パトナ）
○総合育成支援教育，ＬＤ等支援の充実
○全小学校に設置されている放課後まなび教室
○小中学校での土曜学習の拡大
○科学センターでのセンター学習
○公立・私立の垣根を超えた，こどもみらい館での
研修等
【市民ぐるみの教育】
○保護者・地域による全学区での子ども見守り活動
○学校支援ボランティア
【京都の都市特性】
○伝統産業から先端産業まで「ものづくり都市」
○多くの国宝，重要文化財を有する「歴史都市」
○３７大学・人口の１割が大学生「大学のまち」

克服すべきもの（弱み）活用できる資源（強み）
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論点２ 政策の基本方向論点２ 政策の基本方向

＜第１回部会での意見＞
・ 自分で道を切り拓く，夢のあるひとづくり

◇ 今後10年間の基本的考え，価値観は？

２－２
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＜現在の方向性＞

○全ての子どもに「確かな学力」「豊かな心」「健やかな
心」を育む取組の推進

・学力向上に向けた取組の検証と改善

・子どもたちの規範意識の育成

・保護者や地域の学校運営への参画

・学校・家庭・地域に加え，大学，産業界，ＮＰＯなどとも
連携した，市民ぐるみ・地域ぐるみの教育の一層の推進
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２－３

論点３ 市民と行政の役割分担と共汗論点３ 市民と行政の役割分担と共汗

◇ 政策の推進に当たって市民や行政が行うべきことは？

＜第１回部会での意見＞

・ 子ども世代が自然に地域に入れる土台づくり
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＜市民と行政の共汗事例＞
＜本市の事例＞

・ 学校運営協議会

地域・保護者の方に学校運営協議会の委員として参画いただき，学校の基本方針の
承認などを行う。また京都市ならではの特徴として，下部組織の企画推進委員会（部
会）を設け，地域や保護者の方などに学校の応援団として活動していただいている。

・ 学生ボランティア

大学等との連携の下，教職を目指す学生や高い専門的知識・技能をもった学生を学
校・園にボランティアとして派遣し，各教科やクラブ活動の指導補助などの教育支援を
行うことにより，一人一人の子どもに対するきめ細かな指導の充実をはじめ，学校教育
活動の一層の活性化を図っている。

・ 生き方探求・チャレンジ体験

中学２年生１万人が3700事業所の協力を得て，連続５日間の社会・職場体験。
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２－４

論点４ 10年後に目指すべき姿論点４ 10年後に目指すべき姿

◇ 10年後のあるべき姿やそれが達成された状態を測る指標・目標値は？

＜検討の視点＞
・

指標とは・・・
○ １０年後の京都の姿を市民と行政が共有するための目じるし
○ 市民と行政が共に目指す京都の姿を，言葉や数値で表すもの
○ 目標値は，数値で表した指標の１０年後に目指すべき水準
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22年1月

備
考(20年度)

100％

2万人（25年）

100％ (23年度)

100％ (23年度)

目標値
（目標年次）

71.4％

20,868人

16.2％

37.8％

現況値

77.0％12学級未満の小学校への司書教諭の配置

約22,000人
年間100冊以上の本を読む子ども

33.0％
長期宿泊・自然体験活動の全市立小学校
での実施

94.1％土曜学習の全市立小・中学校での実施

指標

◆分野別計画で用いている指標

◆その他の指標例

22年1月(20年度)

備
考

161校110校180校 (23年度)学校運営協議会

72名 (23年度)

目標値
（目標年次）

48名

現況値

60名総合支援学校高等部職業学科等の定員拡大

指標

＜主な指標例＞
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◆政策評価で用いている指標

１，６５９人（準）学校支援ボランティア派遣人数
８４校（準）スクールカウンセラー配置校数

１００．０％教員PC指導可能率
１００．０％校内LAN整備率

179校小学校1・2年における35人学級の実施等少人数教育の推進
1，486人学生ボランティア活動者数

13中学校区（準）休日地域児童スポーツクラブの創設
1，659人（準）学校支援ボランティア派遣人数

254校（準）自由参観実施校数
100％学校評価システムの結果公表
142校学校運営協議会設置校数
178校「おやじの会」実施校数

１００．０％教員PC操作可能率
２８，４２７人総合教育センター利用者数

１７７校司書教諭配置校数
２９８人障害のある子どもたちのためのボランティア活動者数

１，９５７件総合育成支援教育相談センター「育支援センター」相談件数
１００．０％育成学級の設置が必要とされる学校への育成学級設置率

１００．０％校内LAN整備率
５８１棟市立学校における耐震補強済棟数

３，３６３室小・中学校普通教室冷房設備設置数

現況値（20年度）指標
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◆１万２千人市民アンケート（※）で提案のあった指標

※１万２千人市民アンケート…次期京都市基本計画の策定に当たって実施したアンケート調査（20年度）

各種学校への補助金

学習塾への親の依存率

京大への進学率（公立高校からの）

教員数

高校卒業及び中退の割合

教員の児童・生徒に対する愛情度

高校までの学術系作品提出率

学力テスト

3０人学級普及率

学生数増加率

教育水準（学力，道徳，健康）

学力

「良い」と言われる学校数

学校数

指標

児童・生徒数に対する教員数

小学生の「読み書きソロバン」の習得率

正規職員1人当りの児童数

大学進学率（国公立，在京大学への）

特色ある学校教育カリキュラム数（校数）

全国学力テスト

徒歩で通学出来る学校

図書室蔵書数

児童・生徒のアンケートによる公教育の充実度

小中学校の成績

青少年の犯罪率

少人数学級普及率

子どもの（心身共に）健全育成率

小・中学校教員の充実と待遇

指標
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◆１万２千人市民アンケート（※）で提案のあった指標

※１万２千人市民アンケート…次期京都市基本計画の策定に当たって実施したアンケート調査（20年度）

勉強，スポーツの順位付け

不登校率

犯罪発生率

保護者の参観日などの出席率

指標
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１２７の教育研究会による活発な活動

３－１ 現状分析関連データ
◆客観データ 機会

＜概要＞
本市では，日々の教育実践に対して同じ志を持つ教職員が自主的に組織

する１２７教育研究団体が意欲あふれる取組を展開しており，本市の教育活
動，教育改革の推進に大きく貢献している。

〇研究団体数

小学校教育研
究会

中学校教育研
究会

高等学校教
育研究会

その他

団体数 ４２ ３８ ２７ ２０
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カリキュラム開発支援センター機能

機会◆客観データ

＜概要＞
平成１５年４月，政令指定都市初の組織として開設。平日夜９時まで，土

曜日も開館して教職員の資質や指導力の向上を図るため，８万点を超える教
育図書や指導案集を所蔵し，教職員の自主的・自発的な研修・研究を積極的
に支援している。 年間のべ１万人の教職員が利用。

区分 資料内容 所蔵数

教育図書 教育関係図書・雑誌 17,695冊

研修用ビデオ 公開授業，研修講座，通信講座の記録 901本

英語教材 小学校英語活動用教材・学習資料 924点

教育関係資料 各学校の研究報告書，大学の研究論文等 46,798点

学習指導案 各校種の学習指導案 16,457点

○所蔵資料（平成２１年７月現在）
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京都市独自の教材，自学自習システムの定着

機会◆客観データ

【学習確認プログラム】
・目 的 中学生が学習内容を計画的に総復習し，テスト形式の確認を行い，達成

不十分な内容については復習教材を配布することによって，生徒自らが
客観的な学習の定着状況を確認し，自学自習の習慣化を図る。

・実施学年 中学校３年生（5,8,10,12月），２年生（8,12月），１年生（12月）
・実施教科 国語，社会，数学，理科，英語

【ジョイントプログラム】
・目 的 小学生が学習内容を計画的に総復習し，自学自習の習慣化を図るととも

に，確認テストで学習内容の定着を把握し，小中学校が課題を共有する
ことにより，義務教育９年間を通した系統的・計画的な指導方法の工夫
・改善を進める。

・実施学年 小学校５年生（２回：7～9月期と12～1月期）
小学校６年生（３回：同上及び中１入学直前直後の3～4月期）

・実施教科 国語，算数
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学校運営協議会設置校の増加と学校評価の充実

機会◆客観データ

○本市の設置状況

年度 16 17 18 19 20 21

設置校園数 3 17 60 110 142 161

○全国の設置状況との比較
21年4月1日現在 ※設置校数全国トップ

全国 京都市 (全国比)

478校 142校 (29.7%)
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生き方探究館での職業観・勤労観を育む取組

機会◆客観データ

１ 小学生
○スチューデント・シティ（小学５年生を対象）

校舎の中に銀行，商店，新聞社，区役所等１２ブースからなる「街」を再現し，児童は消費者
役と企業に勤める会社員役など，それぞれの立場での役割を担い，体験学習を通して社会の働き
や経済の仕組み，社会と自分との関わりなどを学ぶ。

○モノづくりの殿堂・工房学習（小学４年～６年生を対象）
「ものづくり都市・京都」を支える京都の企業創業者・科学者等の創業や研究の動機・あゆみ

，技術・製品等を紹介する１６のブース（モノづくりの殿堂）で，ものづくりの創業者の生き方
や情熱に触れることにより，自身の将来や夢について考えを深め，その実現に向けて意欲をもつ
ことを狙いとする。また，工房で企業技術者等の協力のもと，ものづくり体験学習を行う。

学習体験児童数・ボランティア参加者数推移

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

18年度 19年度 20年度 21年度

年度

児
童

数

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

参
加

者
数

スチューデントシティ学習

モノづくりの殿堂・工房学
習

ボランティア参加者数（延
べ）
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機会◆客観データ

２ 中学生
○ファイナンス・パーク（中学１・２年生を対象）

校舎の中に再現した「街」で，生徒が税金・保険をはじめ，食費や光熱費など，生活に必要な
費用の試算や商品購入，契約などを体験し，社会に溢れる情報を適切に活用する力や自らの生き
方に繋がる生活設計能力等を育成する。

○生き方探究チャレンジ体験（中学２年生を対象）
中学生が自らの興味・関心に応じた職場体験を５日間行い，生き方について考えを深めながら

自ら学ぶ力などの「生きる力」を育む。生徒約10,000名が約3,700の事業所で体験活動に取り
組む。

学習体験生徒数・ボランティア数・受入事業所数推移

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

18年度 19年度 20年度 21年度

年度

生
徒

数

0
500
1,000
1,500
2,000
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・
事

業
所

数

ファイナンスパーク学習

生き方探究チャレンジ体
験

ボランティア参加者数（延
べ）

生きチャレ受入事業所数
（延べ）
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日本料理アカデミー等との連携による食育

機会◆客観データ

１ 日本料理に学ぶ食育カリキュラム推進事業
京料理店主や老舗料亭の主人等でつくる「日本料理アカデミー」が「子どもたちに食の魅力を伝え

たい」と食育授業を提案し，京都ならではの食育カリキュラムの作成とモデル授業の全校拡大に取
り組んでいる

2 小学校出前板さん教室（平成13年度から実施）
京都市中央卸売市場協会と連携し，京都青果協会，京都水産協会の協力を得ながら旬の野菜や魚介

類を使った料理教室を開催し，小学生にバランスの取れた健康的な食生活を普及・定着させる取り組
みを行っている。

3 京都青果合同株式会社等との連携による食育授業
京都青果合同株式会社を通じて，各都道府県の経済連やＪＡ，農業協働組合連合会等と連携し，市

立小学校においてピーマンやミニトマト等の栽培を通じて，子どもたちに食物を育てる大変さや喜
びを感じさせ，食に対する興味・関心を高めさせることを目的とする。
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子どもの自尊感情や規範意識（道徳）の低下

脅威◆客観データ

○日本青少年研究所による中学生の意識調査（H14）

（設問）私は自分にだいたい満足している
⇒ 日本：9.4% （アメリカ：53.5%，中国：39.8%）

（設問）私は他の人々に劣らず価値のある人間である
⇒ 日本：8.8% （アメリカ：51.8%，中国：49.3%）
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小中学生の携帯電話への依存や問題行動

脅威◆客観データ

○携帯電話の所持率（独自調査）

21年度調査 19年度調査 増減

小学生 ２８％ ２９％ －１％

中学生 ６１％ ６７％ －６％

高校生 ９３％ ９５％ －２％

小中学生とも，学年が進むにつれて所持率が高くなっており，高校生では約93％の生
徒がケータイを所持している。特に小６→中１で1.5倍（33％→51％），中３→高１
で1.3倍（71％→93％）と，顕著な上昇がある。しかしながら，平成19年度調査と比
較するとほとんどの学年で減少しており，本市のこれまでの啓発活動等の成果が一定見
られる。

一方，全国所持率は，小６が25％（本市33％），中２が46％（62％）となってお
り，本市の所持率は高い状況といえる。
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脅威◆客観データ

○学校がある日の１日の携帯電話使用時間

１
３％

中２
女子

２
５％

３
８％

使用時
間

小６
男子

小６
女子

中２
男子

中３
男子

中３
女子

高２
男子

高２
女子

２～３
時間

２％ ５％ ９％ １
０％

１
６％

１
０％

１
８％

３時間
以上

２％ ５％ １
１％

１
２％

２
６％

１
１％

２
２％

計 ４％ １
０％

２
０％

２
２％

４
２％

２
１％

４
０％

学年が進むにつれ特に女子において利用時間が増えており，「２～３時間未
満」，「３時間以上」と答えた生徒が，中２女子では38％，中３女子では42％，
高２女子では40％となっている。
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脅威◆客観データ

○平成１９・２０年度 暴力行為の発生件数

項 目

全 国 京都府（京都市含む） 京 都 市
⑲

【千人
比】

⑳
【千人
比】

⑲
【千人
比】

⑳
【千人
比】

⑲
【千人
比】

⑳
【千人
比】

暴 力 行 為 の
発生件数

<件>

小学校
5,214 6,484 377

【2.8】
369

【2.7】
248

【3.6】
201

【2.9】

中学校
36,803 42,754 1,444

【23.4】
1,803

【29.5】
717

【23.6】
657

【21.6】

高等学校
10,739 10,380 229

【5.4】
212

【5.1】
20

【3.3】
35

【5.7】

合 計
52,756
【3.7】

59,618
【4.2】

2,050
【8.4】

2,384
【9.8】

985
【9.4】

893
【8.5】

20年度の京都市の児童生徒の暴力行為の発生件数は，前年度比92件減少した。しか
しながら，千人比では，依然として全国平均と比べて高い状況にある。
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薬物問題の低年齢化への懸念

脅威◆客観データ

○過去10年間の覚せい剤乱用少年検挙人員の推移（全国状況）

中学生

高校生

少年合計

平成1
２年

平成1
３年

平成
14年

平成
15年

平成
16年

平成
17年

平成
18年

平成
19年

平成
20年

1,137 946 745 524 388 427 289 305 249

54 24 7 16 24 １１ ４ １１ ８

１０２ ８１ ８８ ３６ ５６ ４４ ２８ ４４ ３４
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微減傾向であるが予断を許さない不登校

脅威◆客観データ

１６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

京
都
市 中 945

(3.14)
897

(2.98)
862

(2.89)
859

(2.82)
845

(2.78)

小 269
(0.39)

256
(0.37)

234
(0.34)

227
(0.33)

184
(0.27)

全

国

小 23,310
(0.32)

22,709
(0.32)

23,825
(0.33)

23,927
(0.34)

22,652
(0.32)

中 100,007
(2.73)

99,546
(2.75)

103,069
(2.86)

105,328
(2.91)

104,153
(2.89)

※（ ）内は全児童生徒に対する割合（％）
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学校での学びと社会生活の乖離

脅威◆客観データ
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脅威◆客観データ
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学校での学びと社会生活の乖離

脅威◆客観データ

※「ニート(NEET)」とは日本では，
若年無業者のこと。若年無業者と
は，「15～34歳の非労働力人口
のうち，通学，家事を行っていな
い者」をいう。
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学ぶ意欲の低下や自学自習の未習慣化

脅威◆客観データ

～２１年度全国学力学習状況調査の質問紙調査から～
調査対象：小学校６年生，中学校３年生

○授業以外に普段１日あたりどれくらいの時間勉強しますか？

7.710.316.629.625.510.2全 国

11.512.414.927.122.910.9京都府中

4.012.326.431.514.111.6全 国

4.812.724.929.014.713.9京都府小

その他

無回答

30分未満30分以上

1時間未満

1時間以上

2時間未満

2時間以上

3時間未満

3時間以上

○家で自分で計画を立てて勉強をしていますか？

0.022.939.226.211.7全 国

0.227.437.823.710.9京都府中

0.113.331.931.423.3全 国

0.214.532.730.322.3京都府小

その他

無回答

全くしていな
い

あまりしてい
ない

どちらかとい
えばしている

している
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脅威◆客観データ
○家で学校の宿題をしていますか？

0.15.011.927.455.6全 国

0.27.414.229.748.5京都府中

0.11.03.411.284.3全 国

0.21.03.010.185.7京都府小

その他

無回答

全くしていな
い

あまりしてい
ない

どちらかとい
えばしている

している

～文部科学省「平成１４年学習意欲に関する調査研究～
○自然に触れる体験をしたとき勉強に対してやる気になるか？



42

子どもの理科離れや直接体験の減少

脅威◆客観データ

○自然を体験した割合

独立行政法人青少年教育振興機構
国立オリンピック記念青少年総合センター

「青少年の自然体験行動に関する実態調査」
平成１７年度調査研究事業報告書（H18）
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総合支援学校の児童生徒の増加

脅威◆客観データ
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教職員の多忙化

脅威◆客観データ

○文部科学省 教員勤務実態調査から
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経験豊かなベテラン教員の大量退職

脅威◆客観データ

○過去１０年間の教諭の定年退職者数

11年度 12 13 14 15 16 17 18 19 20

小学校 4 1 5 8 8 6 13 22 33 48

中学校 10 6 4 3 3 2 5 6 17 19
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就学援助対象者の拡大

脅威◆客観データ

○認定率・人数・支給額等



47

少子化の原因の一つとしての教育費の増加

脅威◆客観データ

大学卒業までにかかる教育費
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本市独自予算による３０人学級・３５人学級

強み◆客観データ

【現状】
小中学校の教職員は，都道府県が教員の定数を決定し，費用を負担するものである

が，本市では独自に費用を負担して教員を採用することにより，政令指定都市で初め
て独自の少人数学級を実現している。

・平成１５年度～ 小学校１年生に３５人学級を導入
・平成１６年度～ 小学校２年生に３５人学級を導入
・平成１９年度～ 中学校３年生に３０人学級を導入

○平成２１年度 少人数学級実施状況（指定都市単費）

都市

小学校 中学校

学年 学級編制基準 学年 学級編制基準

京都市 １・２年 ３５人 ３年 ３０人

浜松市 １・２年 ３０人

広島市 １年 ３５人
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全普通教室の冷房化と校内LANの整備

強み◆客観データ

○学校冷房化推進事業

【概要】
本市では，暑さの厳しい夏季においても，子どもたちの学習の場である普通教室のさ

らなる快適な教育環境を実現するため，高等学校，総合支援学校に引き続き，小中学校
の全普通室に空調設備を導入してきた。小学校においては，民間の技術的能力を最大限
に活用するPFI方式を導入し，当初計画を３年短縮して完了した。

【経過】
平成１５年５月 高等学校設置完了
平成１６年６月 総合支援学校設置完了
平成１７年８月 中学校設置完了
平成１８年８月 小学校完了

◇政令指定都市の平均冷房化率（平成１８年度）
小学校・・・5.9%
中学校・・・6.3%
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強み◆客観データ

指定都市 普通教室のＬＡＮ整備率 ％

札幌市 98.7
仙台市 98.6
さいたま市 38.6
千葉市 29.3
横浜市 93.8
川崎市 45.3
新潟市 73.1
静岡市 2.8
浜松市 97.8
名古屋市 23.1
大阪市 8.9
堺市 16.4
神戸市 98.9
岡山市 67.2
広島市 97.2
北九州市 97.0
福岡市 78.3
京都市 100.0（1位）

○校内LANの整備状況（政令都市比較）
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教育相談総合センター（パトナ）

強み◆客観データ

【施設概要】
「生徒指導」と「教育相談（カウンセリング）」の部門を集約し，不登校の子

どもたちの活動の場である「ふれあいの杜」を一体化した施設で，平成１５年
４月１日に元京都市立初音中学校跡地に建設。

○カウンセリングセンター
不登校・いじめや友人関係，性格や行動，学習や学校生活のことなど，心のケアを要

すると思われる子どもの教育上の様々な課題や不安について，教育・心理専門のカウン
セラーが来所相談を受けている。

対 象：京都市在住の小学生から高校生までの子ども及び保護者
相談件数（平成２０年度）

小学校：２６２件
中学校：２５２件
高等学校：１３７件
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総合育成支援教育，ＬＤ等支援の充実

強み◆客観データ

１ 京都市の総合育成支援教育対象の概要

総合支援学校 0.45％（448人）（※高等部４３９人を含む場合８８７

人）

知的障害 肢体不自由
視覚障害 聴覚障害
病弱・身体虚弱

小学校・中学校

京都市における小学校・中学校及び総合支援学校小・中学部全児童生徒数 ９９，１５６人

育成学級 1.08％ （1,071
人）

発達育成学級
情緒育成学級
難聴学級
病弱学級肢体育成学級

通常の学級

通級による指導 0.49％ （487
人）

弱視通級教室（アイリス教室）
ことばときこえの教室
ＬＤ等通級指導教室

ＬＤ・ＡＤＨＤ・高機能自閉症等
小学校 4.0％（2,744

人）
中学校 3.3％（1,006

人）
計 3.8％（3,750

人）

平成20年度アンケートより
「LD等気になる児童生徒
数」

合計 2.02％

（2,006人）

（平成20年5月1日現
在）
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強み◆客観データ
２ 地域制・総合制の総合支援学校

平成１６年４月，北総合支援学校（当時は北総合養護学）を新設し，全ての市立養
護学校を従来の障害種別ごとに基づく教育から，一人一人のニーズに応じた教育に転
換するとともに，小中学校の子ども，保護者，教職員などの幅広い教育ニーズに対す
る支援を行う全国初の地域制・総合制の総合支援学校（７校。当時は総合養護学校）
に再編した。

３ 総合支援学校高等部職業学科の設置
障害のある子どもたちの雇用をめぐる厳しい状況の中，就職を希望する生徒や保護

者のニーズに応えるため，働くための幅広い知識や技術を学ぶ高等部職業学科を平成
１６年度から白河総合支援学校，鳴滝総合支援学校に設置。

○職業学科卒業生の就職状況
平成１９年３月卒業の第１期生４２名，２０年３月卒業の第２期生４１名，２１年

３月卒業の第３期生４４名が，３年連続就職１００％を達成した。
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強み◆客観データ

４ ＬＤ（学習障害）等の発達障害のある児童生徒の支援体制
○「育（はぐくみ）支援センター」の設置

ＬＤ等に関する事項を含む子育てや就学，教育に関する相談を行うとともに，地
域の医療・福祉機関との連携の拠点となる総合育成支援教育相談センター「育支援セ
ンター」を各総合支援学校に設置。

【育支援センターへの相談件数（平成２０年度）】

設置校 相談件数 うちＬＤ等に関する相談件数

北 ４０２ １８５

白河 １４５ ２２

東 ２９７ ７１

鳴滝 １１９ ８９

西 ２２６ １４４

呉竹 １９８ １２０

桃陽 ５７０ ０
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強み◆客観データ

○学校サポートチームの設置

北・東・西・呉竹の各総合支援学校の「育支援センター」に，精神科医や心理学・教育
学等の専門家からなる「学校サポートチーム」を設置し，小中学校等から依頼のあった，
ＬＤ等の発達障害のある幼児児童生徒の支援のあり方について，専門的立場から判断・
助言を行い，学校での取組を支援する。

○総合育成支援員の配置

普通学級に在籍するＬＤ等の発達障害や肢体不自由等の子どもたちへの学習活動上の
支援や学校生活上の介助等を行うため，非常勤嘱託職員の「総合育成支援員」を配置。
教育委員会による講座を終了した「総合育成支援教育ボランティア」や大学生等の学生
ボランティアとともに，各学校において支援にあたっている。（必要な学校・園へ
100％配置）

【総合育成支援員の配置状況】

校種 校数 人数

小学校 １６７ ２２５

中学校 ６４ ８４

高等学校 ３ ４

幼稚園 １１ １５

計 ２４５ ３２８
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全小学校に設置されている放課後まなび教室

強み◆客観データ

○実施状況

＜事業概要＞
・放課後に，学校施設を活用し，地域・ＰＴＡや学校運営協議会，学生等の参画を得

ながら，宿題や読書，予習・復習などによる児童の学習の習慣づけと，安心・安全
な居場所の充実を図る。平成２１年度からは，全小学校区で全児童を対象として実
施予定。

⇒国において創設された「放課後子どもプラン」のうち，文部科学省所管の「放課後
子ども教室推進事業」の本市版として「放課後まなび教室」を平成１９年度から実
施。子どもたちの「自主的な学びの場」と「安心・安全な居場所」を提供し，放課
後の居場所を充実するとともに，児童館・学童クラブ事業との事業連携・融合を図
り，全市的な観点からの放課後対策を推進。

１９年度 ２０年度
２１年度

（見込み）

実施校区
５０校区

（約２８％）
１１５校区

（約６４％）
１７９校区

（１００％）

登録児童数 １０３２人 ３０４１人 ９５００人

登録スタッフ数 ７２０人 １４０８人 ２２００人
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小中学校での土曜学習の拡大

強み◆客観データ

＜事業概要＞
20年度にモデル校96校(小/70校，中/26校)で学校運営協議会や保護者，地域や学

生のボランティア等の参画の下，土曜日に学習活動をはじめとする様々な活動を行った。
21年度はさらに実施校を拡大し，今後，全校での実施を目指して取組を展開していく。

土曜学習を全ての小中学校での導入に向け取り組むのは全国初である。
実施日時 土日祝日等の学校休業日
実施回数 概ね月１回程度を想定。
実施場所 教室，図書館,ふれあいルーム，多目的室，その他
指導者 地域ボランティア，学生ボランティア等
対象者 小学校，中学校の児童生徒
取組例 ＜学習活動＞

① 補習プリント，自学自習教材など多様な教材を用意し，基礎基本の定着を
図る教科等の学習を行う。

② 漢字検定や数学検定等の各種検定などを計画的に行う。
③ 高校進学を目指した「受験講座」を開講する(中)
<体験活動>

① 茶道教室，生け花教室など地域指導者を招いての伝統文化体験。
② サッカーやバレーなどのスポーツ教室。
③ 地域の歴史や自然探訪。

実施校数 20年度 96校(小70校，中26校)
21年度 240校(小179校，中60校，総合支援学校1校)
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公立・私立の垣根を超えた，こどもみらい館での研修等

強み◆客観データ

【施設概要】
乳幼児の子育て支援を総合的に推進するため，保育園・幼稚園，私立・市立・国立の

垣根を越えた共同機構として平成１１年１２月に開設。相談，研究，研修，情報発信の
４つの機能を柱とし，親同士の交流，ボランティア養成など多彩な事業を展開。

○来館者数
・１日平均１，３３０人，年間４１万人
・平成２１年１０月，来館者数４００万人突破
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保護者・地域による全学区での子ども見守り活動

学校支援ボランティアの活躍

強み◆客観データ

○学校支援ボランティア（授業内外での支援）
・小学校では全ての学校で独自にボランティア活動を取り入れ，地域の方々に幅広い分

野で協力していただいている。
・小学校では伝統文化，福祉の分野，中学校では環境，芸術，産業の分野が増えている。
・平成２０年度のボランティアの延べ人数は約３３，０００人

○学校安全ボランティア
・子どもの安心・安全の確保に向け，学校，家庭，地域，関係機関が連携し，全小学校

区で「見守り隊」が立ち上がっている。
・こうした活動は，子どもたちに対する見守り活動にとどまらず，地域のお年寄りに対

する声かけなど，防災・福祉面でも安全なまちづくりに貢献している。
・２１年度の見守り隊の人数は暫定で約２０，０００人
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小中一貫による学力向上

弱み◆客観データ

○小中一貫教育の取組状況

① 小中一貫について 

小中一貫教育校 小中一貫教育推進校 指定なし 
６ １７ ４９ 

 

②具体的な取組（中学校から見た取組） 

・小中一貫教育目標（目指す子ども像）の策定 

校区の全小学校と 校区の一部 
の小学校と 

なし 

２９ １ ４２ 

・教育課程（カリキュラム）の連続性について 

校区の全小学校と 校区の一部 
の小学校 

なし 

２１ １ ５０ 

・児童・生徒の教育活動について 

 校区の全小学校
と 

校区の一部の小
学校と 

なし 

合同行事 ４７ ５ ２０ 
部活動 ５０ ９ １３ 

・教職員間の連携について 

校区の全小学校と 校区の一部の小
学校と 

なし 

６５ ４ ３ 
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弱み◆客観データ

○全国学力学習状況調査結果
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不均衡な年齢構成（中堅教員が少なく若年教員が増加）

弱み◆客観データ
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弱み◆客観データ
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◆市民の声

市民生活実感評価

学校と家庭・地域の連携は，おおむね目標以上に良好な状態にあり，市民も
その状態を実感しつつある。

客観指標評価はすべての指標が目標値以上であり，ａランクと大変良い状況にある。

H19回答率
a

bc

d

e

a                        

b

c

d

e

そう思う

どちらかというとそう思う

どちらとも言えない

どちらかというとそうは思わない

そう思わない

ｂｂｃｃ市民生活実感評価

463531511371有効回答数

6.5%305.8%317.0%368.9%33ｅ:そう思わない

12.5%5812.8%6817.2%8818.1%67ｄ:どちらかというとそう思わない

28.1%13028.8%15330.3%15530.5%113ｃ:どちらとも言えない

40.0%18540.7%21634.6%17735.3%131ｂ:どちらかというとそう思う

13.0%6011.9%6310.8%557.3%27ａ:そう思う

回答
率

回
答
者
数

回答
率

回
答
者
数

回答
率

回答
者数

回答
率

回答
者数

⑲⑱⑰⑯

回答

学校と家庭・地域が一体となって子どもたちを見守っている。設問
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子どもたちの社会性を高める教育の推進は，おおむね目標以上に良好な状態
にある。

◆市民の声

客観指標評価はすべて目標値以上であり，ａランクと大変良い状況にある。

H19回答率
a

b

c

d

e

a                        

b

c

d

e

そう思う

どちらかというとそう思う

どちらとも言えない

どちらかというとそうは思わない

そう思わない
ｃｃｃｃ市民生活実感評価

464513546362有効回答数

14.0%6513.3%6817.2%9411.0%40ｅ:そう思わない

19.8%9224.6%12618.9%10325.1%91ｄ:どちらかというとそう思わない

38.1%17733.9%17438.3%20938.7%140ｃ:どちらとも言えない

23.1%10725.1%12921.4%11721.0%76ｂ:どちらかというとそう思う

5.0%233.1%164.2%234.1%15ａ:そう思う

回答
率

回答
者数

回答
率

回答
者数

回答
率

回答
者数

回答
率

回
答
者
数

⑲⑱⑰⑯

回答

ボランティア活動などで，子どもの社会性が高まっている。設問

市民生活実感評価
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障害のある子どもの教育の推進は，少人数教育の中できめ細かな対応が可能
となっており，またおおむね目標以上に良好な状態にある。

◆市民の声

客観指標評価はすべて目標値以上であり，ａランクと大変良い状況にある。

H19回答率
a

b

c

d

e

a                        

b

c

d

e

そう思う

どちらかというとそう思う

どちらとも言えない

どちらかというとそうは思わない

そう思わないｃｃｃｃ市民生活実感評価

422467456337有効回答数

5.9%256.4%306.4%295.3%18ｅ:そう思わない

14.5%6111.3%5318.2%8315.1%51ｄ:どちらかというとそう思わない

40.3%17041.1%19234.4%15737.4%126ｃ:どちらとも言えない

30.6%12932.5%15232.5%14834.4%116ｂ:どちらかというとそう思う

8.8%378.6%408.6%397.7%26ａ:そう思う

回答
率

回答
者数

回答
率

回答
者数

回答
率

回答
者数

回答
率

回答
者数

⑲⑱⑰⑯

回答

障害のある子どもの状況に応じた養護育成教育が行われている。設問

市民生活実感評価
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教職員の能力・意識の向上は，PC指導可能率が100％となるなど，目標以
上に良好な状態にある。

◆市民の声

客観指標評価は，ａランクと大変良い状況にある。

H19回答率
a

b

c

d

e

a                        

b

c

d

e

そう思う

どちらかというとそう思う

どちらとも言えない

どちらかというとそうは思わない

そう思わないｃｃｃｃ市民生活実感評価

446490533353有効回答数

12.6%5612.9%6315.8%8415.3%54ｅ:そう思わない

14.8%6617.6%8620.5%10915.3%54ｄ:どちらかというとそう思わない

43.0%19239.8%19537.5%20040.5%143ｃ:どちらとも言えない

22.6%10124.3%11919.9%10621.5%76ｂ:どちらかというとそう思う

7.0%315.5%276.4%347.4%26ａ:そう思う

回答
率

回答
者数

回答
率

回答
者数

回答
率

回答
者数

回答
率

回答
者数

⑲⑱⑰⑯

回答

学校の先生は熱心に取り組んでいる。設問

市民生活実感評価
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他都市と比べても，ゆとりと潤いのある学習環境づくりが進んでおり，市民
生活実感調査結果などに反映されている。

◆市民の声

客観指標評価，市民生活実感調査結果は，ａ又はｂランクと，良いかやや良い状況にある。

ａｂａａ客観指標総合評価

ａ100.0%65.065.044.0‐--校内LAN整備率（％）

ａ100.0%473473394ａａａ市立学校における耐震補強済棟数（棟）

ａ100.0%1,0503,363878ｃａａ小・中学校普通教室冷房設備設置数（室）

評価達成度目標値最新値前回値

19年度
⑱⑰⑯指標名

H19回答率

a

b

c

d
e

a                        

b

c

d

e

そう思う

どちらかというとそう思う

どちらとも言えない

どちらかというとそうは思わない

そう思わない

ｂｂｂｃ市民生活実感評価

450508502348有効回答数

3.8%173.5%184.0%2021.0%73ｅ:そう思わない

8.4%389.4%4810.4%5215.5%54ｄ:どちらかというとそう思わない

23.1%10423.0%11722.3%11238.5%134ｃ:どちらとも言えない

48.0%21641.5%21141.4%20814.1%49ｂ:どちらかというとそう思う

16.7%7522.4%11421.9%11010.9%38ａ:そう思う

回答
率

回答
者数

回答
率

回答
者数

回答
率

回答
者数

回答
率

回答
者数

⑲⑱⑰⑯

回答

最近の学校は施設や設備が充実している。設問

市民生活実感評価

客観指標評価
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京都ならではの学習機会に恵まれている。

◆市民の声

市民生活実感評価で３年連続ａ評価

H19回答率

a

b

c

d e

a                        

b

c

d

e

そう思う

どちらかというとそう思う

どちらとも言えない

どちらかというとそうは思わない

そう思わない

ａａａｂ市民生活実感評価

474521565383有効回答数

2.3%111.5%82.5%145.9%23ｅ:そう思わない

3.6%172.9%153.5%209.9%39ｄ:どちらかというとそう思わない

12.2%5812.3%6413.6%7730.0%118ｃ:どちらとも言えない

44.7%21243.6%22743.9%24840.2%158ｂ:どちらかというとそう思う

37.1%17639.7%20736.5%20614.0%55ａ:そう思う

回答
率

回答
者数

回答
率

回答
者数

回答
率

回答
者数

回答
率

回
答
者
数

⑲⑱⑰⑯

回答

大学や神社仏閣，博物館など京都ならではの様々な学習機会に恵まれている。設問

市民生活実感評価
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◆市民の声

＜平成２１年度＞

15.6%

40.2%

26.1%

5.5%

4.2%

8.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

そう思う

どちらかというと
そう思う

どちらともいえない

どちらかというと
そう思わない

そうおもわない

無回答

＜平成１６年度＞

9.7%

12.5%

34.2%

13.8%

18.6%

11.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

そう思う

どちらかというと
そう思う

どちらともいえない

どちらかというと
そう思わない

そうおもわない

無回答

22％ 56％

「最近の学校は施設や設備が充実している」と思う人が増加
（京都市市民生活実感調査の経年比較）
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◆市民の声
「ボランティア活動などで，子どもの社会性が高まっている」と思う人が増加
（京都市市民生活実感調査の経年比較）

＜平成２１年度＞

3.9%

24.2%

36.8%

17.5%

11.8%

5.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

そう思う

どちらかというと
そう思う

どちらともいえない

どちらかというと
そう思わない

そうおもわない

無回答

＜平成１６年度＞

3.8%

19.4%

35.7%

23.2%

10.2%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

そう思う

どちらかというと
そう思う

どちらともいえない

どちらかというと
そう思わない

そうおもわない

無回答

23％ 28％

「子どもたちに対して，時代に合った情報教育ができている」と思う人が増加
（京都市市民生活実感調査の経年比較）

＜平成２１年度＞

2.7%

19.7%

46.0%

13.7%

6.6%

11.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

そう思う

どちらかというと
そう思う

どちらともいえない

どちらかというと
そう思わない

そうおもわない

無回答

＜平成１６年度＞

2.8%

17.6%

37.8%

16.0%

12.8%

13.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

そう思う

どちらかというと
そう思う

どちらともいえない

どちらかというと
そう思わない

そうおもわない

無回答

20％ 22％
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◆市民の声

「学校の先生は熱心に取り組んでいる」と思う人が増加 （京都市市民生活実感調査の

経年比較）

＜平成２１年度＞

8.8%

27.0%

35.1%

14.1%

8.2%

6.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

そう思う

どちらかというと
そう思う

どちらともいえない

どちらかというと
そう思わない

そうおもわない

無回答

＜平成１６年度＞

6.6%

19.4%

36.5%

13.8%

13.8%

9.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

そう思う

どちらかというと
そう思う

どちらともいえない

どちらかというと
そう思わない

そうおもわない

無回答

26％ 36％
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◆各区基本計画策定に当たって現時点で出された課題

北
区

・自然環境などの地域資源を子どもの遊び場や環境教育の場などで活用していくこ
とが必要である

下
京
区

・学校の統合に伴い，学校施設の開放等により地域と交流・連携して子どもを見守
り，育てていくことが大切

・統合小学校の開校に向けて関係する学区が協力して通学の見守りや安全確保に取
り組みたい

・崇仁のビオトープでの体験や菊浜の友禅流しなどこれまで取り組んできたものを
統合後の学校教育でも活かしてほしい

南
区・小学校の教育活動における一層の父兄の取組強化

右
京
区

・小学校との関わり/PTAと地域のつながりづくり

西
京
区

・西京区の自然や歴史など地域の魅力を生かした教育活動を行うことが必要
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３－２ 主な分野別計画の概要

○親子で読書が好きになる，絵本・児童書への関心が高まるキャンペーン的取組の実施

・「ノーテレビ・ノーゲームデー」の実施

・新聞・雑誌も含めた「１日１冊運動」の実施

・「親子読書」「家庭読書」の実践に向けたＰＲ活動の展開

○読書ノートを活用した「めざせ１００冊！読書マラソン」運動の充実・推進

読書ノートを活用し，年間１００冊以上の本を読む子ども２０，０００人達成を目指
す。

○京都市図書館所蔵の図書の学校図書館への団体貸出しの一層の促進

学校における調べ学習や読書環境の整備に向けて，年間の団体貸出冊数４０，０００
冊を目指す。

○学校図書館の充実策の推進・検討

学校図書館への巡回指導・相談対応・助言を行う体制の検討や,学校図書館ボランティ
ア養成講座の実施などを行う。

主要施策と実施状況
等

平成１６年策定の「京都市子ども読書活動推進計画」の計画期間（平成１６～２０年
度）終了に伴い，新たな視点として「家庭読書の定着・習慣化」，「人生を豊かにする
本との出会いの機会の創出」，「学校図書館・京都市図書館等，読書環境の一層の整
備・充実」を掲げ，平成２１年４月に本計画を策定。

子どもの読書習慣の定着には，学校・家庭・地域の連携が不可欠であり，子どもの生涯
にわたる読書習慣の定着を目指して，関係機関との連携のもと，子どもの読書活動の推
進・環境整備に取り組む。

趣旨

http://www.city.kyoto.lg.jp/kyoiku/page/0000061715.htmlホームページ

2009（平成21）年度～2013(平成25)年計画期間・目標年次

2009（平成21）年４月策定年月

新・京都市子ども読書活動推進計画名称
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市民ぐるみ・地域ぐるみの教育を推進し，以下の教育課題に重点的に取り組
む。

○学校教育の基本指針

校種間連携を推進し，人権教育を基盤としながら，あらゆる教育活動を通
して，「確かな学力」「豊かな心」「健やかな体」を育む。

○学校教育の今日的課題

今後，より一層取組を充実させる６つの教育課題。

・言語活動

・伝統文化・国際理解教育

・生き方探究教育（キャリア教育）

・環境・理数教育

・小中一貫教育

・ＬＤ等支援の必要な子どもの教育

主要施策と実施状況
等

本市の学校教育における理念，及び現在，学校・園が取り組むべき教育課題
と重点的な取組内容を示す。各学校では，この「学校教育の重点」に基づき，
教育指導計画を作成し，家庭・地域，さらには大学，経済界等との連携・協力
により，特色ある教育活動を推進する。

趣旨

http://www.city.kyoto.lg.jp/kyoiku/soshiki/29-2-9-0-0.htmlホームページ

１年間計画期間・目標年次

毎年度策定年月

学校教育の重点名称
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・京都市独自の指導資料集の作成・活用

小学校：「夢いっぱい」，中学校：「心の旅」「すぐに役立つ資
料・指導案集」

・平成１７年度より，「しなやかな道徳教育」推進校として小・中
学校を指定。

主要施策と実施状況
等

平成１３年７月，本市における道徳教育の一層の振興を図るため，
市民とのパートナーシップの下，幅広い観点から研究・検討を行い，
提言することを目的として，「京都市道徳教育振興市民会議」発足。

平成１６年７月，２万２千人を超える市民アンケートをもとに，
家庭・地域・学校，市民ぐるみで具体的な行動を推進するメッセー
ジ「しなやかな道徳教育を！」が提言された。

趣旨

http://www.city.kyoto.lg.jp/kyoiku/page/0000006579.htmlホームページ

平成17年度～計画期間・目標年次

平成16年７月策定年月

京都市道徳教育振興市民会議メッセージ「しなやかな道徳教育
を！」

名称
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本指針に基づき，各校・園では，本市人権教育の目標である
「『人権という普遍的文化』の担い手の育成」を図る取組を，教育
活動の全ての場面において推進している。

また，個別の人権課題に関する指導については，「人権教育指導
資料集」（平成１８年４月作成）等を活用しながら，児童生徒の発
達段階などを踏まえつつ取組を進めている。

主要施策と実施状況
等

「≪学校における≫人権教育をすすめるにあたって」は，本市人権
教育の豊かな伝統を踏まえつつ，人権問題解決のための取組の成果
と課題を整理し，本市人権教育の方向性を示すものとして，平成１
１年４月に作成した試案をもとに，平成１４年５月に策定した。

趣旨

http://www.city.kyoto.lg.jp/kyoiku/page/0000005812.htmlホームページ

平成１４年度～計画期間・目標年次

平成１４年５月策定年月

≪学校における≫人権教育をすすめるにあたって名称
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１ 幼児期の理科教育推進事業

・センター学習関連「ふしぎ体験学習」

・教員研修関連「ふしぎ体験講座」

・市民科学事業関連「キッズスペースの設置」

２ 京都科学屋台ネットワークの設立

３ 京都市科学系博物館等連絡協議会の設立

４ 科学センターボランティア制度の発足

５ 学校・地域の理科・科学に関わる学習支援事業

・学校理科支援事業

・理科開発教材教具資料室

６ 展示場への「京都賞コーナー」の設置

・京都賞受賞者による講演会

７ 「理科市民会議ニュース」の発行（年３回 ２１年度からWeb版の予定）

主要施策と実施状況
等

「理科好きな子ども」の育成や生涯学習としての「理科・科学」の振興につ
いて，幅広い観点から研究・検討を行う。（そのために市長の諮問機関として
「産」「学」「公」をはじめとする代表者並びに市民公募委員で構成される
「21世紀の「理科」を考える京都市民会議を創設した。

趣旨

http://www.edu.city.kyoto.jp/science/teigen/kaigi/ホームページ

平成16年度～計画期間・目標年次

平成16年６月策定年月

21世紀の「理科」を考える京都市民会議からの提言名称
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「京野菜」を使用した「夏野菜のあんかけごはん」等の献立を実
施するとともに，食材の産地，生育の様子などを紹介する掲示教材
や指導用資料を学校に提供し，各学校で食指導を行っている。

主要施策と実施状況
等

京都ならではの地産地消，とりわけ学校給食を生きた教材として
活用した食育を推進するため，平成１６年７月に学識経験者，保護
者代表，生産・流通関係者，学校給食関係者等からなる「地産地消
（知産知消）推進プロジェクト会議」が設置され，平成１７年５月
に提言文が提出された。

提言では，学校給食において地場産物を献立に取り入れるととも
に，従来から実施している京都の伝統食を取り入れた献立の実施を
通じて，子どもたちが食材の産地，地域の伝統，食文化やそれらを
支える人々の姿を知る機会を提供し，食の安心・安全も含めて，子
どもたちに食の大切さを伝えていく取組を推進していくことが示さ
れた。

趣旨

ホームページ

平成17年度～計画期間・目標年次

平成17年５月策定年月

地産地消（知産知消）推進プロジェクト会議からの提言名称
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３－３ 融合委員会ワークショップ結果

・子どもたちに社会的な役割を与える
・観光案内，ごみ分別，掃除

・子育て支援の一元化
・市立幼稚園→公立小の教育の充実
・環境の取り組みも幼児期より
・教員の待遇アップ
・待機児童「０」まち「京都」の実現

重点戦略

○幼児教育がすべての基本である
ことの認識

未来像


